
 

 

 

自然生態系による炭素収支量の現状把握 

－ 地域別評価の可能性 － 

【ポイント】 

・ 衛星観測データを複合利用した新たな陸域炭素収支量の推定手法を開発した 

・ 土壌も含めた自然生態系の炭素収支量を 1km 解像度で推定した 

・ 自然生態系の炭素収支量を、観測に基づき、これだけ詳細な解像度で広域評価した研究例は世界

的にもほとんどない 

・ 日本のような複雑な被覆、地形では少なくても 1km 程度の解像度で解析する必要がある 

・ 他の研究と組み合わせることで、地域毎に炭素収支量を評価することが期待できる 

 

【背景】 

地球温暖化の実態を解明する上で、陸域の炭素収支量を正確に把握することは必要不可欠である。京

都議定書の第一約束期間以降も地球温暖化対策に向けた国際的な枠組みを作る動きがあり、その中では

陸域生態系が温暖化に与える影響の評価や陸域生態系サービス注１の定量評価などが挙げられている。し

かし、陸域は海洋と比べて収支量の不確定性が大きい。IPCC 第四次評価報告書注２では、1990 年代にお

ける海洋の炭素収支量を-2.2±0.5 PgC/year（マイナスは吸収を意味する）注３、陸域を-1.0±0.6 

PgC/year と報告している。中でも、陸域生態系の炭素収支量は-2.6 PgC/year、その不確実性は±1.7 

PgC/year で、大気、海洋を含めたどの炭素量よりも大きな不確実性を持つ。その理由は、地表面の被覆が

複雑であることによって生態系の機能が地域間で大きく異なるためだと考えられる。従って、陸域の炭素収

支量を正確に算定するためには、より詳細な空間解像度で推定することが不可欠である。衛星観測データ

に基づく炭素収支量の研究は、これまで緯度経度１度～数 km メッシュ程度の解像度で計算されることが多

かった。しかし 2000 年以降、時間的にも空間的にも連続的に観測できる地球観測衛星が打ちあがり、1km

程度の空間分解能を持つ地表面観測データが入手できるようになった。その結果、現在 1km 解像度の炭

素収支量を計算できるようになりつつある。ただし、炭素収支量を直接観測することはできないため、1km メ

ッシュの衛星観測データを複合利用する炭素収支アルゴリズムの開発が緊急課題となっていた。 

そこで、名古屋大学、国立環境研究所、筑波大学、NASA Ames 研究所、北海道大学、福島大学、岐阜

大学の共同研究グループは、独自の衛星データ処理、及び衛星データを複合利用する新たな炭素収支

アルゴリズムの開発を行い、観測データに基づく 1km 解像度の純生態系生産量注４を推定した。本解析の

目標は、極東アジア地域の陸域生態系が、いつどこでどのくらい炭素を吸収、もしくは放出しているかを明

らかにすることである。これらの活動は、日本学術振興会科学研究費補助金、環境省地球環境研究総合

推進費（平成 14～18 年度）、及び国立環境研究所地球環境研究センター陸域モニタリング推進室の委託

研究「森林生態系における炭素収支モニタリング」の一環として実施した。 



 

 

 

【研究の内容】 

１） 炭素収支アルゴリズムの開発 

地上観測、衛星観測データに基づく炭素収支量を計算するため、1km 解像度の衛星データを複合利用

できる炭素収支アルゴリズム Biosphere model integrating Eco-physiological And Mechanistic approaches 

using Satellite data （以下、BEAMS）を開発した。BEAMS は、地表面の気象変化、植生タイプや土壌タイ

プの違い、水・エネルギー収支との相互作用などを統合的に解析できる炭素収支アルゴリズムで、多くの衛

星観測データを取り込んで炭素収支量を計算するように記述されている。そのため、複数の衛星センサを

跨いで収集された地表面観測データに独自の画像処理を施し、BEAMS の入力データとして整備した。本

アルゴリズムの精度評価には、国立環境研究所地球環境研究センターが束ねる観測ネットワーク

JapanFlux で長期連続観測された二酸化炭素収支量データを用いた。対象サイトは、日本国内が北海道

幌延（観測点 A）、苫小牧（B）、愛知県瀬戸（F）、岐阜県高山（D、及び E）の計５サイト、日本に隣接する中

国 Laoshan（C）が１サイトで、計６サイトとなる。検証項目は、純生態系生産量に加え、光合成による炭素吸

収量（総一次生産量注５）や正味放射量注６、潜熱注７も同時検証した。複数サイトで４つ以上のパラメータを同

時に検証した研究は世界的にも稀であり、推定精度の信頼性は既存研究よりも高いものだといえる。 

 

図１、６つの観測点におけるアルゴリズムの評価。上から順番に、純生態系生産量、総一次生産量、正味

放射量、潜熱の地上観測値と本研究の推定値との比較。 

 



 

 

２） 炭素収支解析の結果 

2-1 純生態系生産量の空間分布 

単位面積あたりの純生態系生産量を解析した結果、ほぼ日本全域の生態系が二酸化炭素を吸収して

おり、特に北海道中央部・北部や太平洋沿岸部で吸収量が多いことが明らかになった。この空間パター

ンは、これまで盛んに解析されている植生のみの炭素収支量（総一次生産量や純一次生産量注８）のパタ

ーンとは大きく異なることがわかった。植生は成長速度に応じて二酸化炭素を吸収するため、植生のみ

の炭素吸収量は温暖な地域（四国や九州など）ほど多く、寒冷な地域ほど少ない。一方、土壌は微生物

による有機物の分解によって炭素を大気へ放出し、その活動は地温に依存する。よって、土壌からの放

出量は寒冷地域ほど少なく、温暖な地域ほど多い。両者を差し引いた生態系全体の炭素収支量（純生

態系生産量）は、見かけ上気温による地域差が小さくなる。 

 

図２、純生態系生産量（左）、総一次生産量（右上）、純一次生産量（右下）の空間分布 

 



 

 

1km 解像度の炭素収支データを標高データと比較したところ、本研究で推定された植生の炭素吸収量

は高山地帯で低いことがわかった。1km 程度の解像度であれば、日本の複雑な地形を十分に考慮できると

言える。 

 

図３、地形（標高）データと総一次生産量との比較 

 

2-2 1km 解像度の重要性 

解像度の粗さが炭素収支量にどの程度影響するかを調べるために、緯度経度 1 度解像度で計算され

た炭素収支量との比較を行った。その結果、総一次生産量と純生態系生産量は、それぞれ±6.95 

(gC/m2/month) 注９、±9.11 (gC/m2/month)程度の誤差が生じることがわかった。日本のような複雑な地



 

 

形・被覆を持つ地域では、少なくても 1km 程度の解像度で炭素収支量を推定する必要があることを指摘

している。 

 

 

図４、解像度の異なる炭素収支推定結果の比較。左が総一次生産量、右が純生態系生産量。 

 

2-3 純生態系生産量の経年変化 

純生態系生産量の年積算値と月別値について、例年の平均値からの差（偏差）を調べたところ、年間

積算値の変化幅よりも月別値の変化幅の方が大きいことがわかった。年間積算値の変化幅は、一年あた

り±200 （gC/m2/year）程度であった。最も大きな変化を示した年は 2003 年で、例年よりも 180～200

（gC/m2/year）程度放出が多かった。更に、2003 年の月別値を調べたところ、最も大きな変化を示した月

は 7 月で、例年の 7 月と比べて一月あたり 50 （gC/m2/month）以上、炭素放出量が多い地域があった。

2003 年 7 月に純生態系生産量が大きく変化した理由は、梅雨前線の長期停滞が挙げられる。梅雨前線

の長期停滞によって太陽光が雲で遮られ、地表面の日射量や気温が大きく減少した。十分な光と温度を

得られないために光合成活動が抑制されて植生による炭素吸収量が大きく減り、また土壌微生物は十分

な温度が得られないために有機物の分解活動が抑制されて放出量が減った。この二つの効果は純生態

系生産量に対して相殺関係にあるため、両者をそれぞれに分けて調べた。その結果、二つの減少のうち、

植生による吸収量の減少率が土壌微生物による放出量の減少率を上回ったことがわかった。植生による

吸収量が最も減った地域では、例年からの差が 100 （gC/m2/month）を超える地域もあった。ただし、月

別値の変化幅と比べると、年間積算値の変化幅にはあまり差が生じなかった。このことから、自然生態系



 

 

がその一時的な変化の中で生き抜くために炭素吸収量をリカバーするなんらかの環境応答をしている可

能性がある。変動要因や環境応答は地域によって異なるとも推測されることから、今後は気象・植生デー

タとの比較や気候区分、植生区分単位での炭素収支解析を行っていく予定である。 

 

図５、純生態系生産量の年間積算値の偏差。プラスの値は例年より炭素吸収量が多かったことを表す。 



 

 

 

図６、純生態系生産量の月別値の偏差。図４と同様に、プラスの値が例年の７月よりも日射量や炭素吸収

量が多かったことを表す。 

 

【成果の意義】 

今回開発した手法は、空間スケールや解像度が衛星観測データによって決まる。近い将来、国内外の

研究機関がより高度な衛星センサを打ち上げる予定であるため、今後はより詳細な解像度での炭素収支

評価が期待される。炭素収支データを地理情報システム（GIS）と組み合わせ、地域別の自然生態系による

炭素収支量を集計すれば、地域別の炭素収支評価が可能となる。また、人為的に自然生態系の炭素収支

量を管理する研究とも組みわせれば、地域毎の炭素収支量の特徴や気象変化・土地利用変化との関係が

明らかになり、行政区分ごとの評価にも貢献することが期待できる。 

 

【用語説明】 

１、生態系サービス 

 人類が生態系から得るあらゆる利益を表す。例えば、食料や水などの生産物、気候変化の制御、光合成

による酸素の供給など。 

２、IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change） 

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）は、人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策に関

し、科学的、技術的、社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的として、1988 年に世界気象

機関（WMO）と国連環境計画 （UNEP）により設立された組織。 

３、PgC/year 

１年あたりに生態系が吸収、もしくは放出する炭素の総量（ペタグラムカーボン）。1 gC は、質量 1 グラム

の炭素をさし、1 PgC（ペタグラムカーボン）＝1.0 x 1015 gC（グラムカーボン））となる。 



 

 

４、純生態系生産量 

植生の光合成活動による炭素吸収量から、植生の呼吸による炭素放出量と土壌微生物活動による炭素

放出量を差し引いた自然生態系の炭素収支量を表す。 

５、総一次生産量 

植生の光合成活動による炭素吸収量を表す。 

６、正味放射量 

太陽からの放射エネルギーから、地表面で反射される放射エネルギーを差し引いた放射エネルギー

量。 

７、潜熱 

地表面から水が蒸発する時に使われる熱エネルギー量。 

８、純一次生産量 

植生の光合成活動による炭素吸収量から、植生の呼吸による炭素放出量を差し引いた植生の炭素収支

量を表す。 

９、gC/m2/month 

１月あたり、単位面積あたりに生態系が吸収、もしくは放出する炭素の総量（グラムカーボン）。 
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